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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期 

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 

売上高 （千円） － － － － 1,839,236 

経常利益 （千円） － － － － 159,323 

当期純利益 （千円） － － － － 85,529 

包括利益 （千円） － － － － 85,529 

純資産額 （千円） － － － － 1,588,831 

総資産額 （千円） － － － － 1,932,615 

１株当たり純資産額 （円） － － － － 447.16 

１株当たり当期純利益金額 （円） － － － － 25.32 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 
（円） － － － － 22.08 

自己資本比率 （％） － － － － 82.2 

自己資本利益率 （％） － － － － 5.4 

株価収益率 （倍） － － － － 34.16 

営業活動によるキャッシュ・

フロー 
（千円） － － － － 17,155 

投資活動によるキャッシュ・

フロー 
（千円） － － － － △13,830 

財務活動によるキャッシュ・

フロー 
（千円） － － － － 31,840 

現金及び現金同等物の期末残

高 
（千円） － － － － 1,269,358 

従業員数 
（名） 

－ － － － 84 

〔外、平均臨時雇用者数〕 〔－〕 〔－〕 〔－〕 〔－〕 〔－〕 

（注）１．第14期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期 

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 

売上高 （千円） 461,064 728,483 1,195,976 1,616,490 1,722,025 

経常利益 （千円） 46,201 170,737 279,490 395,498 150,284 

当期純利益 （千円） 45,911 109,525 155,183 248,948 79,962 

持分法を適用した場合の投資

利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 166,000 196,000 196,000 512,710 532,519 

発行済株式総数 （株） 4,025 4,625 4,625 3,315,000 3,553,200 

純資産額 （千円） 256,605 426,130 581,313 1,463,681 1,583,264 

総資産額 （千円） 332,150 597,252 898,979 1,771,313 1,798,926 

１株当たり純資産額 （円） 106.25 153.56 209.48 441.53 445.59 

１株当たり配当額 
（円） 

－ － － － － 

（１株当たり中間配当額） （－） （－） （－） （－） （－） 

１株当たり当期純利益金額 （円） 19.01 42.67 55.92 82.46 23.68 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 
（円） － － － 69.01 20.65 

自己資本比率 （％） 77.2 71.3 64.7 82.6 88.0 

自己資本利益率 （％） 19.6 32.1 30.8 24.3 5.2 

株価収益率 （倍） － － － 25.95 36.53 

配当性向 （％） － － － － － 

営業活動によるキャッシュ・

フロー 
（千円） － 146,198 179,081 155,046 － 

投資活動によるキャッシュ・

フロー 
（千円） － △3,068 △37,929 △28,386 － 

財務活動によるキャッシュ・

フロー 
（千円） － 60,000 △5,663 612,067 － 

現金及び現金同等物の期末残

高 
（千円） － 359,975 495,464 1,234,192 － 

従業員数 
（名） 

29 34 58 74 75 

〔外、平均臨時雇用者数〕 〔－〕 〔－〕 〔－〕 〔－〕 〔－〕 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高がありますが、当社株式は第12期

までは非上場であり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

３．持分法を適用すべき関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。

４．株価収益率は当社株式は第12期までは非上場であるため記載しておりません。

５．第14期より連結財務諸表を作成しているため、第14期の営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によ

るキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載して

おりません。

６．第11期、第12期、第13期及び第14期の財務諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基

づき、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けておりますが、第10期の財務諸表につきましては、監査

を受けておりません。

７．平成24年６月15日付で普通株式１株につき300株の割合で、また平成25年１月１日付で普通株式１株につき

２株の割合で株式分割を行なっておりますが、第10期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当た

り純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定しております。
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２【沿革】

平成12年４月 東京都渋谷区桜丘町に設立（資本金1,000万円）

流行に敏感な女性を組織化し、母集団に対してマーケティング調査を行う「女性に特化したマーケテ

ィング」サービスを開始

平成12年12月 東京都渋谷区東にオフィスを移転

平成13年10月 広報部を持たない企業の広報代行としてPRのコンサルティング・原稿作成・配信・掲載報告を行う

「プレスリリースコンサルティング」サービスを開始

平成16年12月 東京都渋谷区恵比寿西にオフィスを移転

平成18年２月 有限会社女性起業塾を完全子会社化

平成18年４月 有限会社女性起業塾を吸収合併

平成18年８月 第三者割当増資（資本金１億6,600万円）

平成18年９月 東京都渋谷区東にオフィスを移転

平成18年11月 ソーシャルメディア上で会員の情報発信力を活用した「ブログプロモーション」サービス（現ソーシ

ャルメディアマーケティング内のサービス）を開始

平成21年３月 ソーシャルメディアマーケティングとWebメディア・マスメディアへの露出を組み合わせるクロスメ

ディアサービス展開を開始

※「プレスリリースコンサルティング」サービスを改変

平成22年５月 株式会社サイバーエージェントの連結子会社化

平成22年９月 女性起業塾通期コース終了

平成22年10月 第三者割当増資（資本金１億9,600万円）

平成23年４月 美容クリニックのポータルサイト「キレナビ」サービスを開始

平成23年９月 株式会社サイバーエージェントが当社役員等に当社株式を譲渡し、同社の連結子会社ではなくなる

平成24年３月 株式会社クラリティ・アソシエイツを吸収合併

平成24年４月 ソーシャルメディアへの拡散機能を有する非日常体験の無料プレゼントサイト「Amaze（アメイ

ズ）」サービスを開始

平成24年６月 株式会社サイバーエージェントが当社役員等に当社株式を譲渡し、同社の持分法適用会社でなくなる

平成24年７月 ゲーム要素を取り入れてニュースや情報を消費者に届けるスマートフォン向けプロモーションアプリ

「キニナルモン」サービスを開始

平成24年10月 東京証券取引所マザーズ上場

平成25年２月 ソーシャルメディア上のビックデータを抽出・分析するサービス「メディアアナリティクス」を開始

平成25年11月 化粧品の製造販売を行う株式会社Ｈ＆ＢＣの全株式を取得し連結子会社化

平成26年１月 「キレナビ」事業を株式会社サイブリッジに譲渡
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３【事業の内容】

 当社は、「“女性”と“働く”をHAPPYに」をビジョンとして創業いたしました。「消費の主役は女性」でも「商

品開発やビジネスの主役は男性」というギャップをビジネスチャンスと捉え、流行に敏感な女性をネットワークし

て、女性の声を活かしたリサーチやマーケティングコンサルを顧客企業に提供する事業として展開して参りました。

現在、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、ソーシャルメディア（※）・マスメディアでの露出を最大化さ

せるＰＲ戦略のプランニング及びソーシャルメディア・スマートフォンで情報を発信・拡散できる自社メディアの運

営を行う「ソーシャルメディアマーケティング事業」、並びにサロンコスメの企画製造と海外コスメブランドの卸売

を行う「Ｈ＆ＢＣ事業」で構成されております。

  なお、報告セグメントつきましては、当連結会計年度において、メディア事業（美容医療ポータルサイト「キレナ

ビ」の運営事業）を譲渡したこと、株式会社Ｈ＆ＢＣの全株式を取得したことに伴い、平成26年３月31日現在では、

ソーシャルメディアマーケティング事業、Ｈ＆ＢＣ事業に区分しております。 

 

 

(1）ソーシャルメディアマーケティング事業

 近年、ソーシャルメディアの普及やクラウドサービスの定着というネットワーク・サービスレベルでの進化と、

スマートフォン、タブレット端末等の普及というデバイスレベルでの進化があいまって、膨大なデジタルデータが

ネットワーク上で生成・蓄積されております。このいわゆるビックデータによって、流通する情報量は大幅に増加

しております。平成32年の情報流通量は平成18年の約200倍に達すると予測されています（電子情報通信学会誌

「情報爆発のこれまでとこれから」）。しかしながら、消費者等に認知される情報量は限定的であり、その乖離は

年々大きくなっております。また、広告等の一方的な情報発信の効果は薄れてきております。このような環境の

中、顧客企業はより効果的に情報を伝達・拡散させる方法を模索している状況にあるものと推察されます。

 当社は、平成18年から顧客企業に対し、ブログ、SNS等のソーシャルメディアを活用したマーケティングサービ

スを提供し、そのノウハウを蓄積しております。ソーシャルメディアマーケティング事業では、一般的に消費の決

定権の大半を握っていると言われる女性向けのマーケティングサービスを中心にサービスを展開しており、その内

容は以下のとおりになります。 

 

 

① ＰＲプランニング：

 顧客企業の商品・サービス等に関する情報をソーシャルメディア・マスメディアでの露出を最大化させるＰ

Ｒ戦略のプランニングを行うサービスを提供しております。具体的には、ブログを始めとしたソーシャルメデ

ィア上での情報拡散、WEBニュースメディアへのリリース配信、記者発表会や街頭サンプリングイベントの開

催、WEBキャンペーンサイトの制作などの複合的なプロモーション施策の企画・実施を提供しております。

 

② メディア運営：

 ソーシャルメディア・スマートフォンで情報を発信・拡散できる自社メディアの運営を行うサービスを提供し

ております。具体的には、自社会員に対して顧客企業の商品・サービス等に関する情報を伝える成果報酬型の広

告サービスを提供しております。

 

 

（※）ソーシャルメディア：ユーザーが情報を発信し、形成していくメディアのこと。代表的なメディアとして、

ブログ（Amebaブログ等）・ミニブログ（Twitter等）・SNS（Facebook等）といったものがあります。双方向

性があること、クチコミが広がりやすいこと、広告に比べて信用度が高いこと等の特徴を有していると認識

しております。

 

 

(2）Ｈ＆ＢＣ事業

 Ｈ＆ＢＣ事業では、“女性にとっての美と輝きを創造する”というコンセプトのもとに、スキンケアブランド

「トゥール・ザン・レール」の製造販売と韓国コスメブランド「アリタウム」の卸販売を主事業として展開してい

ます。製造販売では、株式会社田谷のプライベートブランドとして「トゥール・ザン・レール」を全国のTAYA店舗

と自社運営のECサイトにて販売しております。卸販売では、韓国化粧品メーカーのアモーレパシフィック社コスメ

ブランド「アリタウム」の販売代理を行っており、全国のローソンにて販売しております。
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事業系統図

 当社グループの主要な事業系統図は以下のとおりです。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容

議決権の所
有割合又は
被所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）          

㈱Ｈ＆ＢＣ 東京都渋谷区 10,000 Ｈ＆ＢＣ事業 100
役員の兼任 ３名

施設の賃貸借等

  （注）１．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

 

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成26年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（名）

ソーシャルメディアマーケティング事業 75

Ｈ＆ＢＣ事業 9

合計 84

（注）従業員数は就業人員であります。

 

(2）提出会社の状況

平成26年３月31日現在
 

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

75 29.6 3.0 5,019

 

セグメントの名称 従業員数（名）

ソーシャルメディアマーケティング事業 75

合計 75

（注）１.従業員数は就業人員であります。

２.平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3）労働組合の状況

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

 当社グループは、当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度との対比は行っておりませ

ん。

 

(1）業績

 インターネット関連業界においては、平成26年３月末現在のスマートフォン普及率は47.0％（株式会社MM総研調

べ）まで拡大し、平成27年には普及率が53.6％と過半数を超える見通しとなっており、スマートフォン市場の急成

長が続いております。また、国内の動画広告市場は、2013年は132億円（株式会社シード・プランニング調べ）と

なり前年から３倍以上の規模に急激に拡大しております。インターネット広告市場全体においても、平成25年の市

場規模は前年比8.1％増の9,381億円（株式会社電通調べ）と順調に拡大しております。 

 このような状況のもと、当社グループにおいては、引き続き大手顧客企業を中心としてソーシャルメディア及び

マスメディアを連動させたＰＲプランニングサービスの提供に加え、市場成長の著しいスマートフォンと動画の分

野にて新しいマーケティングサービスに注力してまいりました。その一方で、メディア事業の譲渡やＨ＆ＢＣ事業

の取得など事業再編も進めてまいりました。 

 これらの結果、当連結会計年度の売上高は1,839,236千円、営業利益は159,004千円、経常利益は159,323千円、

当期純利益は85,529千円となりました。 

 

 各セグメントの業績については、次のとおりであります。

 

① ソーシャルメディアマーケティング事業

 当セグメントにおきましては、上半期は売上高の減少と原価率の上昇のため、セグメント利益率が落ち込んだ

ものの、下半期にはスマートフォン及び動画関連の新サービス群の急成長により、売上高は1,677,934千円、セ

グメント利益（営業利益）は444,270千円となりました。

 

② メディア事業

 平成26年１月31日付でメディア事業（「キレナビ」の運営事業）の譲渡をいたしました。

なお、当セグメントの売上高は44,091千円、セグメント損失（営業損失）は17,125千円となりました。

 

③ Ｈ＆ＢＣ事業（ヘルスアンドビューティーケア事業）

 平成25年11月１日付で化粧品企画・製造と卸販売を行う株式会社Ｈ＆ＢＣを連結子会社化したことにより、平

成25年12月１日から平成26年３月31日までの業績を取り込んでおります。

 当セグメントにおきましては、大手流通との取引が堅調に推移したことにより、売上高は117,960千円、セグ

メント利益（営業利益）は9,233千円となりました。 

 

(2）キャッシュ・フローの状況

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は1,269,358千円となりました。当連

結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりになります。

 当連結会計年度において営業活動により得られた資金は17,155千円となりました。これは主に、税金等調整前当

期純利益によるものであります。

 当連結会計年度において投資活動により使用した資金は13,830千円となりました。これは主に、無形固定資産の

取得による支出によるものであります。

 当連結会計年度において財務活動により得られた資金は31,840千円となりました。これは主に、新株式の払込み

による収入によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

 当社で行う事業は、提供するサービスの性格上、生産実績の記載になじまないため、当該記載を省略しておりま

す。

 

(2）受注実績

 当社では、概ね受注から納品までの期間が短いため記載を省略しております。

 

(3）販売実績

 当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高（千円） 前年同期比（％）

ソーシャルメディアマーケティング事業 1,677,934 －

メディア事業 44,091 －

Ｈ＆ＢＣ事業 117,960 －

合計 1,839,986 －

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．上記の金額は、セグメント間の内部取引高を含んでおります。

２．当社のメディア事業における主な販売先は一般消費者であり、販売代金は料金回収代行サービスを利用して

一般消費者より回収しております。
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３【対処すべき課題】

 当社グループは、今後の成長戦略の核として、次の３つの領域に取り組んでまいります。

 

(1) スマートフォン関連サービス

 昨期に開始したスマートフォンアプリ関連サービスが好調に推移しており、「キニナルモン」に続くサービスと

して、アプリ情報に特化した新ニュースアプリの開発に取り組んでおります。 

 スマートフォンアプリ×ソーシャルメディア領域の実績・ノウハウをもとに、今後も積極的にサービス展開をは

かってまいります。

 

(2) 動画関連サービス

 アメリカでは動画広告市場が急成長しておりますが、日本においても「2014年は動画の年」とも言われるほどに

日本の動画マーケットはかつてない活況を見せております。 

 当社の動画関連サービスも急速な成長を遂げており、今後もVNR（ビデオニュースリリース）サービス、YouTube

公式チャンネル運用など新サービスの展開による多角化を進めてまいります。

 

(3) ライフスタイル事業

 子会社化した株式会社Ｈ＆ＢＣとのシナジーの発現に取り組んでまいります。 

 具体的には、当社のマーケティングノウハウを活かした商品開発、メディアリレーションを活用した販促・PRを

推進するほか、インターネット通販やコンビニエンスストア・美容院等の新たな販路開拓を進めていくことによ

り、グループシナジーを高めてまいります。

 

 

４【事業等のリスク】

 本書に記載した当社グループの事業の状況及び経理の状況に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼ

す可能性のあると考えられる主な事項を記載しております。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項

についても、投資家の投資判断上、重要であると考えられる事項については、投資家に対する積極的な情報開示の観

点から記載しております。

 当社グループはこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針で

ありますが、当社株式に関する投資判断は、以下の記載事項及び本項以外の記載事項を慎重に検討した上で行われる

必要があると考えております。 

 また、以下の記載は当社株式への投資に関連するリスクを網羅するものではありませんのでご留意ください。な

お、当該記載事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであり、不確実性を内在しているため、実際の結

果と異なる可能性があります。 

 

(1）事業環境等に関するリスクについて

① 市場動向、競合

Ａ）ソーシャルメディアマーケティング事業

 当社グループは、主にソーシャルメディアを利用したマーケティング及びプロモーションを提供する事業を

行っております。インターネット広告市場は拡大傾向にあり、平成25年の市場規模は前年比8.1％増の9,381億

円（株式会社電通調べ）と順調に拡大しております。

 当社グループは、今後もソーシャルメディア広告を含むインターネット広告市場は堅調に推移すると予想し

ておりますが、当社の想定とおりに市場規模が推移しない場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

 また、昨今一部のクチコミサイトでのいわゆるやらせ問題及びステルスマーケティング（※）問題が表面化

しております。当社はWOM（Word of Mouthの略。クチコミのこと）マーケティング業界の健全な育成と啓発に

寄与することを目的とする団体「WOMマーケティング協議会」に加盟し、同協議会の自主ルールに沿った対応

を図っておりますが、広告主の不安が高まった場合等、ソーシャルメディアを利用した広告市場の拡大に悪影

響を与える場合があります。その場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（※）ステルスマーケティングとは、それが宣伝であると消費者に悟られないように宣伝を行うこと。

 

Ｂ）Ｈ＆ＢＣ事業

 当社グループが取り扱う化粧品は、スキンケア製品が主となっております。今後も顧客のニーズに合致した

製品を開発し、製品の特徴を訴求していく方針であり、認知度の向上や、顧客ニーズを捉えた機動的な新製品

の開発等を推し進めてまいります。
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 これらの事業戦略は、事業環境を踏まえ十分な検討を経たうえで積極的に実施する方針ではありますが、顧

客のニーズが多岐にわたる化粧品業界において、当社グループの事業戦略が顧客のニーズに合致しない場合に

は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

② 法的規制 

 当社グループは、不当景品類及び不当表示防止法、個人情報の保護に関する法律、著作権法等の適用を受けてお

ります。

 

Ａ）ソーシャルメディアマーケティング事業

 当社グループは、ソーシャルメディアマーケティング事業は、上記のほか消費者庁より平成23年10月28日に

公表（平成24年５月９日一部改定）されている「インターネット消費者取引に係る広告表示に関する景品表示

法上の問題点及び留意事項」を参考に、景品表示法上の問題とならないようマーケティング活動を行っており

ます。当社グループは法令遵守を徹底し事業運営を行っておりますが、万一法令違反に該当するような事態が

発生した場合や、今後新たな法令等の制定、既存法令等の解釈変更又はWOMマーケティング協議会等による広

告業界の自主ルールの整備や強化等がなされ事業が制約を受けることになった場合、当社グループの業績に影

響を及ぼす可能性があります。

 

Ｂ）Ｈ＆ＢＣ事業

 Ｈ＆ＢＣ事業は、上記のほか特定商取引に関する法律、薬事法の適用を受けております。また、薬事法にお

いて化粧品及び医薬部外品は、広告に関する規定があり、虚偽又は誤解を招く恐れのある事項や承認を受けて

いない効能又は効果を宣伝することは禁止されていることから、グループ内審査で事前確認を行っておりま

す。当社グループは法令遵守を徹底しておりますが、万が一、これらに抵触することとなった場合は、行政処

分等の対象となることがあり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

③ サービスの陳腐化

 当社グループはソーシャルメディアマーケティングを行っておりますが、インターネットにおいては、新たな

技術やサービスの開発が活発に行われ、提供されており、常に顧客企業にとって競合他社よりも有益な価値を提

供する必要があります。当社グループでは、顧客企業のニーズに対応するため、常に新たな技術及びサービス等

にかかるノウハウの導入を図り、蓄積したノウハウの活用とあわせてサービス機能の強化及び拡充を進めており

ます。しかしながら、取引形態や手法は確立している最中であり、何らかの要因により、当社グループが保有す

るサービス及びノウハウ等が陳腐化した場合や、変化に対する十分な対応が困難となった場合、顧客企業のニー

ズの的確な把握が困難となった場合、取引先や関係者の方針が変化した場合等においては、顧客企業に対するサ

ービスの訴求力低下等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

④ 情報の漏洩

 当社グループは自社の会員を保有しており、取扱う個人情報に関しては、個人情報の保護に関する法律の対象

となります。また、業務の性質上顧客企業の機密情報も扱っており、情報の管理には万全を期した体制の強化に

努めております。万が一これらの情報の漏洩や不正使用などがあった場合、損害賠償、社会的信用の失墜及び顧

客企業との取引停止等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑤ 知的財産権

 当社グループは、第三者の知的財産権を侵害しないように努めておりますが、かかる知的財産権の侵害が生じ

てしまう可能性は否定できず、万が一知的財産権を侵害してしまった場合には、当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。

 また、当社グループは自社の知的財産権保全のための社内管理体制を強化しており、「womedia」「トレンド

総研」「キニナルモン」「ぽよたん」等のサービス名は商標登録済みです。今後も知的財産権の保全に積極的に

取り組む予定ですが、当社グループの知的財産権が第三者に侵害された場合には、解決のために多くの労力が生

じ、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑥ システム障害について

 当グループは、コンピューターシステムの管理に細心の注意を払い、システム障害のトラブルが発生すること

の無いよう運営にあたっており、万一トラブルが発生した場合においても短時間で復旧できるような体制を整え

ております。しかしながら、大規模なプログラムの不良が発生した場合や、当該地域において当社グループの想

定を上回る大地震、台風等の自然災害や事故、火災等が発生し、開発業務やシステム設備等に重大な被害が発生

した場合及びその他何らかの理由によりシステム障害等が発生した場合には、当社グループの事業活動に支障が
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生じることにより、顧客との信頼関係に悪影響を及ぼし、賠償責任の発生などによって、当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性があります。

 

⑦ メディアとの関係 

 メディアとの広範かつ親密なネットワークは当社グループの重要な経営資源であり、テレビ・新聞・雑誌・ラ

ジオといったメディアへ効果的な露出を図るための事業インフラであります。当社グループは、メディア各社に

対し有用な情報を継続的に提供することにより、メディア各社との信頼関係を構築してまいりましたが、当社グ

ループが誤った情報の提供等により、メディアとの信頼関係を失った場合、又は他社との競争激化により相対的

に信頼関係が低下した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑧ 広告業界の取引慣行

 わが国においては、欧米の広告業界とは異なり、「一業種一社制」ではなく同一業種の複数の広告主と取引す

るケースが一般的であり、案件の企画・提案内容が評価されることによって同一業種の複数の広告主からの発注

を獲得できます。しかし、わが国でこのような慣行が変化し、その変化に当社グループが適切に対応できない場

合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑨ 訴訟発生リスクについて

 当社グループでは、コンプライアンス規程を制定し、役職員に対して当該規程を遵守させることで、法令違反

等の発生リスクの低減に努めております。しかしながら、当社グループ及び役職員の法令違反等の有無に関わら

ず、会員や取引先、第三者との間で予期せぬトラブルが発生し、訴訟に発展する可能性があります。提起された

訴訟の内容及び結果によっては、多大な訴訟対応費用の発生や企業ブランドイメージの悪化等により、当社グル

ープの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑩ 新規事業の展開について

 当社グループでは、ソーシャルメディア事業におけるスマートフォンや動画分野での新規メディアサービスの

展開を推進することを計画しておりますが、メディアサービス開発にあたってはシステム開発を行う必要があ

り、当該開発が人員不足等の原因により対応が遅れた場合や、サービス開始後における会員数の獲得が想定どお

りに進捗しなかった場合等には、当社グループの利益を減少させる可能性があります。また、システム開発等が

想定どおりに進捗した場合であっても、安定して収益を生み出すにはある程度の期間を要する可能性もあり、結

果的に当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(2）事業の運営体制に関するリスクについて

① 人材の獲得及び育成

 当社が今後事業をさらに拡大し、成長を続けていくためには優秀な人材の確保が重要課題となっております。

こうした人材の確保が計画通りに進まなかった場合、育成が計画通りに進まず、あるいは重要な人材が社外に流

出した場合には、競争力の低下や事業拡大の制約要因が生じる可能性があり、この場合、当社の業績に影響を与

える可能性があります。

 

② 新株予約権の行使による株式価値の希薄化について

 当社は、当社の役員、従業員、及び社外協力者に対するインセンティブを目的として新株予約権を付与してお

ります。平成26年３月31日現在、新株予約権の目的である株式の数は397,800株であり、当社発行済株式総数

3,553,200株の11.20％に相当しております。これら新株予約権又は今後付与される新株予約権の行使が行われた

場合、当社の株式価値が希薄化する可能性があります。

 

③ 配当政策について 

 当社は将来の持続的な成長に必要な設備投資等や経営基盤の強化も重要な経営目標と考えており、現在、配当

を行っていません。しかしながら、株主に対する利益還元は重要な経営目標と認識しており、今後は内部留保を

確保しつつ、財政状態及び経営成績並びに経営全般を総合的に判断し、利益配当を行っていく方針であります。

ただし、現時点では配当実施の可能性及びその実施の時期等については未定であります。

 

- 12 -



５【経営上の重要な契約等】

 当社は、平成25年11月１日開催の取締役会において、株式会社Ｈ＆ＢＣの全株式を取得し、子会社化することにつ

いて決議を行い、同日付で株式譲渡契約を締結し、全株式を取得しております。

 詳細は「第５ 経理の状況 連結財務諸表 注記事項(企業結合等関係)」に記載のとおりであります。

 また、当社は、平成25年12月24日開催の取締役会において、株式会社サイブリッジとの間でメディア事業（美容ク

リニックのポータルサイト「キレナビ」（http://kirei-c.com/）の運営事業）の譲渡に関する契約を締結すること

を決議し、同日付で事業譲渡契約を締結し、平成26年１月31日付で譲渡しております。

 詳細は「第５ 経理の状況 連結財務諸表 注記事項(企業結合等関係)」に記載のとおりであります。

 

 

６【研究開発活動】

 該当事項はありません。

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 以下の記載における将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。

 なお、当社グループは、当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度との対比は行って

おりません。

 

(1）重要な会計方針及び見積り

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般的に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されてお

ります。この連結財務諸表の作成にあたって、経営者により、一定の会計基準の範囲内で見積りが行われている部

分があり、資産・負債や収益・費用の数値に反映されています。これらの見積りについては、継続して評価し、必

要に応じて見直しを行っていますが、見積りには不確定性が伴うため、実際の結果は、これらと異なることがあり

ます。

 当社グループの連結財務諸表の作成にあたって採用している重要な会計方針につきましては、「第５ 経理の状

況 １．連結財務諸表等 (1）連結財務諸表 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しており

ます。

 

(2）財政状態の分析

（資産の部）

 当連結会計年度末における資産の合計は1,932,615千円となりました。この主な内訳は「現金及び預金」

1,269,358千円、「受取手形及び売掛金」433,795千円、「ソフトウエア」45,343千円、「敷金」49,047千円であり

ます。

 

（負債の部）

当連結会計年度末における負債の合計は343,783千円となりました。この主な内訳は「支払手形及び買掛金」

146,367千円、「ポイント引当金」28,928千円、「長期借入金」39,010千円であります。

 

（純資産の部）

 当連結会計年度末の純資産は1,588,831千円となりました。この内訳は「資本金」532,519千円、「資本剰余金」

511,519千円、利益剰余金544,791千円であります。
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(3）経営成績の分析 

 当連結会計年度の業績は売上高1,839,236千円、営業利益159,004千円、経常利益159,323千円、当期純利益

85,529千円となりました。その主な原因は、下記のとおりであります。

 

（売上高）

 当連結会計年度においては、下半期のスマートフォン及び動画関連サービス群の急成長により、売上高について

は1,839,236千円となりました。

 

（売上原価）

 売上原価については999,890千円となりました。主な要因は連結子会社買収に伴うＨ＆ＢＣ事業を加えたことに

よるものであります。

 

（販売費及び一般管理費）

 販売費及び一般管理費については669,476千円となりました。主な要因は、新卒採用及び各部署増強のための人

員増による給与手当等が増加したことによるものであります。

 

（営業外損益）

 営業外損益については、営業外収益が1,806千円となった一方、営業外費用が1,487千円となりました。営業外収

益の主な要因は、貸倒引当金戻入益963千円が発生したことによるものであります。営業外費用の主な要因は、長

期借入金の利息によるものであります。

 

(4）キャッシュ・フローの分析

 業績等の概要の（2）キャッシュ・フローの状況に記載のとおりであります。

 

(5）戦略的現状と見通し 

 当社グループが事業を展開するソーシャルメディアを取り巻く環境におきましては、今後もソーシャルメディア

ユーザーが増え続けるとともに、ソーシャルメディアと親和性の高いスマートフォン端末へとユーザーの接触時間

がシフトしていくものと考えられます。それによって、企業のプロモーション活動のニーズもますますスマートフ

ォンに寄り、スマートフォンを活用したマーケティング市場も急成長していくと見込んでおります。 

 当社グループは、スマートフォンと動画を活用したマーケティングサービスの開発に経営資源を投入していき、

メディアサービスの開発・育成に戦略的に取り組んでまいります。

 

(6）経営者の問題認識と今後の方針について

 当社は社員の平均年齢が29.6歳と若く、小規模組織でのスピーディーな事業運営により成長を続けてまいりまし

たが、今後成長を続けるインターネット広告市場において、当社がさらに事業を拡大し、成長を続けていくために

は、拡販や新規サービス開発等を担う優秀な人材の確保が重要な課題となると認識しております。 

 当社はこれまでもスマートフォンに慣れ親しみ、ソーシャルメディアと親和性が高いと考えられる新卒採用に注

力をし、また高い専門性を有する人材及びマネジメント層の獲得のため中途採用にも取り組んでまいりました。今

後も優秀な人材を恒常的に確保できるよう一層努めていくとともに、現場への大幅な権限移譲による事業のスピー

ド化を実現し、持続的な成長とさらなる発展を目指してまいります。
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